
（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 3,729,301

①生活インフラ・国土保全 16,916,226 (2) 長期未払金

②教育 12,699,289 ①物件の購入等 208,754

③福祉 353,530 ②債務保証又は損失補償 0

④環境衛生 52,770 ③その他 0

⑤産業振興 4,338,630 長期未払金計 208,754

⑥消防 212,992 (3) 退職手当引当金 1,601,892

⑦総務 4,236,780 固定負債合計(d) 5,539,947

有形固定資産合計 38,810,217

(2) 売却可能資産 199,890 ２　流動負債

公共資産合計(a) 39,010,107 (1) 翌年度償還予定地方債 543,681

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

２　投資等 (3) 未払金 0

(1) 投資及び出資金 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

①投資及び出資金 620,092 (5) 賞与引当金 80,176

②投資損失引当金 0 流動負債合計(e) 623,857

投資及び出資金計 620,092

(2) 貸付金 0 負　　債　　合　　計(B) {(d)+(e)} 6,163,804

(3) 基金等

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,127,214

③土地開発基金 542,726 [純資産の部]

④その他定額運用基金 112,957 １　公共資産等整備国県補助金等 5,584,115

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,782,897 ２　公共資産等整備一般財源等 32,159,284

(4) 長期延滞債権 134,414

(5) 回収不能見込額 △ 134,414 ３　その他一般財源等 △ 100,502

投資等合計(b) 2,402,989

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計(C) 37,642,897

①財政調整基金 1,412,593

②減債基金 0

③歳計現金 935,908

現金預金計 2,348,501

(2) 未収金

①地方税 44,393

②その他 711

③回収不能見込額 0

未収金計 45,104

流動資産合計(c) 2,393,605

資　　産　　合　　計(A) {(a)+(b)+(c)} 43,806,701 負 債 ・ 純 資 産 合 計(D) {(B)+(C)} 43,806,701

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 150,267 千円
②教育 59,669 千円
③福祉 16,503 千円
④環境衛生 521,662 千円
⑤産業振興 3,186,565 千円
⑥消防 2,379 千円
⑦総務 56,984 千円

計 3,994,029 千円
　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 1,388,445 千円

②地方債 298,979 千円
③一般財源等 2,306,605 千円

計 3,994,029 千円
※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 0 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円
（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）
③その他 28,103 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち0千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。
※４　普通会計の将来負担に関する情報 普通会計の将来負担額 9,249,113 千円
　　　（貸借対照表に計上したものを含む） [内訳]　普通会計地方債残高 4,272,982

　　　　債務負担行為支出予定額 236,857
　　　　公営事業地方債負担見込額 2,943,902
　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 193,480
　　　　退職手当負担見込額 1,601,892
　　　　第三セクター等債務負担見込額 0
　　　　連結実質赤字額 0
　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0
基金等将来負担軽減資産 9,241,726
[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,824,250
　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 848,494
　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 5,568,982
(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 7,387 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は5,748,530千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は19,643,663千円です。

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

貸 借 対 照 表
(平成23年3月31日現在)



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 構成比率
生活インフラ・

国土保全 教　　育 福　　祉 環境衛生 産業振興 消　　防 総　　務 議　　会 支払利息
回収不能

見込計上額
その他

行政コスト

(1) 人件費 1,282,990 19.3% 42,400 260,459 254,212 72,983 108,204 20,154 438,790 85,788 0

(2) 退職手当引当金繰入等 164,365 2.5% 10,086 36,438 38,291 13,093 19,058 2,065 41,245 4,089 0

(3) 賞与引当金繰入額 80,176 1.2% 2,686 16,267 15,916 4,566 6,768 1,256 27,373 5,344 0

小　　計 1,527,531 23.0% 55,172 313,164 308,419 90,642 134,030 23,475 507,408 95,221 0

(1) 物件費 1,044,663 15.7% 89,266 358,714 150,802 96,263 113,620 23,006 209,312 3,680 0

(2) 維持補修費 52,119 0.8% 18,592 19,856 2,025 257 3,307 3,075 5,007 0

(3) 減価償却費 1,192,677 17.9% 431,444 345,972 22,987 3,789 252,663 19,557 116,265

小　　計 2,289,459 34.4% 539,302 724,542 175,814 100,309 369,590 45,638 330,584 3,680 0

(1) 社会保障給付 584,134 8.8% 4,223 577,919 1,992

(2) 補助金等 1,275,682 19.2% 13,942 87,071 132,554 187,675 106,422 223,312 522,835 1,871 0

(3) 他会計等への支出額 708,866 10.7% 77,830 0 465,741 25,298 139,997 0 0 0

109,556 1.6% 0 647 0 71,178 36,892 0 839 0

小　　計 2,678,238 40.2% 91,772 91,941 1,176,214 286,143 283,311 223,312 523,674 1,871 0

(1) 支払利息 66,997 1.0% 66,997

(2) 回収不能見込計上額 92,415 1.4% 92,415

(3) その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 159,412 2.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 66,997 92,415 0

(A) 6,654,640 686,246 1,129,647 1,660,447 477,094 786,931 292,425 1,361,666 100,772 66,997 92,415 0

10.3% 17.0% 25.0% 7.2% 11.8% 4.4% 20.5% 1.5% 1.0% 1.4% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振 替 額

使 用 料 ・ 手 数 料 (B) 168,345 9,136 17,216 77,202 1,147 53,686 0 9,958 0 0 0 0

分担金・負担金・寄附金 (C) 31,854 5,296 1,530 6,313 0 1,345 0 15,995 0 0 0 1,375

(D) 200,199 14,432 18,746 83,515 1,147 55,031 0 25,953 0 0 0 1,375

(E) 3.0% 2.1% 1.7% 5.0% 0.2% 7.0% 0.0% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0%

(F) 6,454,441 671,814 1,110,901 1,576,932 475,947 731,900 292,425 1,335,713 100,772 66,997 92,415 0 △ 1,375
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(4) 他団体への
　　公共資産整備補助金等

行 政 コ ス ト 計 算 書

自　平成22年4月 1日

至　平成23年3月31日



（単位：千円）

純 資 産 合 計
公共資産等整備
国 県 補 助 金 等

公共資産等整備
一 般 財 源 等

そ の 他
一 般 財 源 等

資産評価差額

期首純資産残高 37,530,718 5,404,074 31,113,740 1,012,904 0

純経常行政コスト △ 6,454,441 △ 6,454,441

一般財源

地方税 4,659,388 4,659,388

地方交付税 24,549 24,549

その他行政コスト充当財源 629,702 629,702

補助金等受入 1,182,673 403,170 779,503

臨時損益

災害復旧事業費 △ 8,981 △ 8,981

公共資産除売却損益 79,289 79,289

投資損失 0 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,569,220 △ 1,569,220

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 133,357 △ 133,357

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 106,605 106,605

減価償却による財源増 △ 223,129 △ 969,548 1,192,677

地方債償還に伴う財源振替 419,120 △ 419,120

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 37,642,897 5,584,115 32,159,284 △ 100,502 0

（1年間の増減 112,179 180,041 1,045,544 △ 1,113,406 0 ）

純 資 産 変 動 計 算 書

自　平成22年4月  1日

至　平成23年3月31日



（単位：千円）

人件費 1,539,630
物件費 1,044,663
社会保障給付 584,134
補助金等 1,275,682
支払利息 66,997
他会計等への事務費等充当財源繰出支出 487,987
その他支出 61,100
支 出 合 計 (a) 5,060,193
地方税 4,668,332
地方交付税 24,549
国県補助金等 753,310
使用料・手数料 146,322
分担金・負担金・寄附金 26,458
諸収入 65,544
地方債発行額 282,000
基金取崩額 483,757
その他収入 506,954
収 入 合 計 (b) 6,957,226
経 常 的 収 支 額 (b-a) (A) 1,897,033

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
公共資産整備支出 1,871,574
公共資産整備補助金等支出 109,556
他会計等への建設費充当財源繰出支出 0
支 出 合 計 (c) 1,981,130
国県補助金等 429,363
地方債発行額 94,000
基金取崩額 0
その他収入 136,199
収 入 合 計 (d) 659,562
公 共 資 産 整 備 収 支 額 (d-c) (B) △ 1,321,568

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
投資及び出資金 0
貸付金 80,000
基金積立額 11,407
定額運用基金への繰出支出 2,669
他会計等への公債費充当財源繰出支出 220,879
地方債償還額 577,214
支 出 合 計 (e) 892,169
国県補助金等 0
貸付金回収額 80,300
基金取崩額 0
地方債発行額 0
公共資産等売却収入 79,289
その他収入 8,164
収 入 合 計 (f) 167,753
投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 (f-e) (C) △ 724,416

当年度短期借入金（翌年度繰上充用金）増減額 (D) 0
当年度歳計現金増減額　　　　　　　　(A+B+C+D) (E) △ 148,951
期首歳計現金残高 (F) 1,084,859
期末歳計現金残高　　　　　　　　　　　　　　　(E+F) (G) 935,908

935,908
※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成22年度における一時借入金の借入限度額は250,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 7,784,541 千円

　地方債発行額 △ 376,000

　財政調整基金等取崩額 △ 443,737

　支出総額 △ 7,933,492

　地方債元利償還額 644,211

　財政調整基金等積立額 3,968

　　基礎的財政収支 △ 320,509 千円

資 金 収 支 計 算 書

自　平成22年4月  1日
至　平成23年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部




